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はじめに
　優れたブランドとは、「企業の信用・顧客吸引力・
のれん」の付着した名称（商標）で、一般的にはハ
ウスマーク（例えば、SONY、TOTO等）を示す。
名称（商標）に「企業の信用・顧客吸引力・のれん」
を付着させることをブランド化といい、ブランド価
値を高め、更なる企業の進展を図る戦略をブランド

戦略という。
　今後、いかにして強力なブランドを構築するかを
起点に企業活動が行われるべきである。特許庁は、
識別標識である商標に「音」、「動画」等を導入し、「利
用した企業の広告・販売拡大」が幅広く守られるこ
とになった。新しい商標に対する顧客のイメージが
優れていれば、企業規模の大小にかかわらず、企業
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イメージ・商品力をアップすることが期待できる。
　ブランドの戦略や作り方は、決まった方法がある
わけではなく、時代によって、地域によって、年代
によって、またその商品を買う顧客層により認知の
され方が違ってくる。

１．企業資源としてのブランド
　ブランドとは、マーケティングで使われていた用
語であり、古くヨーロッパにおいて、自分の牛を取
り間違わないように焼き印を押していた（burned：
焼き印を押す）ことから派生したといわれている。
その後、ブランド（brand）とは、「自社製品やサー
ビスを他社製品やサービスと識別するための名前、
用語、デザイン、シンボルで、『企業の信用・顧客
吸引力・のれん』の付着した名称（商標）」と定義さ
れている。現在企業におけるブランドは、無形資産
そのものの知的財産（知的資産）の一つであり、近年、
重要な企業資源であり、特に中小企業では生命線に
なる場合もあり、経営戦略での知財マネジメントの
重要性が認識されてきた。ブランドは商品を通して、
企業が顧客と結びつく重要な顧客の選択となり、売
上の源泉ともなる知的財産である。ブランドは、企
業と顧客の相互意思の効果によって築いていくもの
である。池田想氏によれば、企業は、ブランドによっ
て顧客に何を約束し、何を提供するのかを明確に示
し、顧客がブランドに対して何を期待し、何を望ま
ないのかを理解する作業を継続しなくてはならない。
企業が顧客との間に長期的に揺るがない絆を結ぶこ
とがブランド・マネジメントである。また、法制度
や価値観の変化によってブランド価値の減少を防ぐ
ことも必要である（池田想氏「経営戦略としてのブ
ランド（２）ブランドは無形の経営資源」（博報堂
ブランド・コンサルティング、2014文化通信）。
　企業資源には、ヒト、モノ、カネ、情報の４種類
があり、経営戦略の観点からブランドは企業資源の
一つであると考える。このうち、ヒト、モノ、カネ、
は有形であり理解しやすいが、情報は目に見えない
ため、分かりにくい点がある。　
　ブランドは、ヒト、モノ、カネなど他の企業資源
と異なり、顧客や従業員などの意識の中に作られて
いくものだからである。ブランドを自社の企業資源
として十分な管理が困難であっても、蓄積されたブ

ランドとして、さらに自社のブランドとして望まし
い情報を中長期的に蓄積させる企業努力は不可欠で
あり、持続可能な知的資産として最優先に取り組む
経営戦略のアプローチこそが企業資源としてのブラ
ンド・マネジメントといえる。

２．ブランド・マネジメントの重要性
　ブランド・マネジメントはあくまでもブランドを
育成・活用し、その価値を確立・向上・維持すると
いう視点からの企業経営の取り組みを示す概念であ
る。ブランドが企業経営の中で重要視される根本的
な要因は、競合他社との差別化に寄与する点に他な
らないから、これを踏まえブランド・マネジメント
とは、顧客者がイメージする印象を総体的に発展さ
せ、ブランド価値の向上と、結果としてもたらされ
る競争優位性を高めることを目的として商品、サー
ビス、その他の業務に関連する情報を管理する企業
活動と一般的に定義する。
　ブランド・マネジメントの手法やシステムは欧米
で築きあげられたものである。わが国の老舗企業は
家訓や理念を大事にし「のれん」を守ってきた経緯
がある。それは「創業者の考えを承継し、実行に移
していること」であり、経営者の指導が従業員に共
有されていることに他ならない。外資系企業におけ
るブランド・マネジメントが成功している点は、営
業担当、管理担当等、全社内における社員一人ひと
りの意識が「自分たちでブランドを育て成長させよ
う」とする意識の共有の表れといえる。
　わが国の大手企業では、ブランド・マネジメント
が育ちにくいという課題がある。それは、社内体制
が縦割り組織でブランド・マネジメント制が根付き
にくいことや、ブランド・マネージャーが育たない
という課題である。つまり、「ブランド」に対する考
え方や文化が大きく異なっている点も一因といえる。
岡本晋介氏（（株）えとじや代表取締役・ブランドコ
ンサルタント）によると、「日本の大手企業の多くは、
ブランド・マーケティングは必要なときに選択可能
な手段のひとつで、結果としてブランドができあ
がっていれば良い」という認識が強い点をあげてい
る。しかし、老舗企業では、ブランドを育て、ステー
クホルダーから愛されることを目的とし、その結果
として売上や利益につながるという考え方をもって


